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地方分権の指導理念としての「補完性の原理」

矢　部　明　宏 

①　近年における地方分権改革を推進するための政治的な指導理念として「補完性の原理
（The Principle of Subsidiarity）」という言葉が用いられるようになっている。補完性原理は、
欧州発祥の社会的・政治的原理であるが、我が国において、近年着実に進められてきた分
権改革の一つの推進力となったともいえる。

②　しかし、補完性原理の意味は必ずしも明確ではなく、また、補完性原理を地方自治保障
の基本原則として、裁判規範ともなる法的概念として受け入れるかどうかについては議論
があり、補完性原理の明確化が求められている。

③　補完性原理は、欧州において発達した原理であり、欧州統合推進のための一つの原理と
なり、さらに、欧州の地方自治保障のための国際条約である欧州地方自治憲章に明記され
るに至った。

④　欧州各国の憲法をみると、イタリア憲法には、2001 年 10 月の憲法改正により、補完性
原理が明記された。フランス憲法では、2003 年 3 月の改正で、補完性原理を意味する規定
が設けられた。

⑤　我が国において、最初に、地方（市町村）優先主義が明確に示されたのは、シャウプ勧告（昭
和 24（1949）年 8月 24 日）である。平成 11（1999）年 7月に制定された地方分権一括法（平
成 11 年法律第 87 号）によって改正された地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）には、地方公
共団体の役割とそれに対する国の配慮に関する規定が設けられた。我が国では、補完性原
理は役割分担原則と重なり合うものとして理解されてきた。

⑥　日本国憲法第 92 条に規定される「地方自治の本旨」に補完性原理が含まれるとする見解
と補完性原理を読み込むことはできないという見解があるが、地方自治法は、役割分担原
則は、地方自治の本旨の要素そのものではないという理解の下にある。

⑦　現在、国の出先機関の事務・権限を地方に移譲する検討が進められている。地域主権戦
略大綱（平成 22（2010）年 6月 22 日閣議決定）における補完性原理は、欧州地方自治憲章等
に沿った理解がなされているが、国の出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲に係
る特例制度において、国の関与を大幅に認めること等については、補完性原理の観点から
課題が残る。

⑧　今後においても、分権改革を進めるため、補完性原理がさらに活用されることとなると
思われるが、その概念及び法的な位置付けの明確化に向けた議論がいっそう深まることが
予想される。
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はじめに

近年進められている地方分権改革は、明治期
以来の「中央集権型政治・行政システム」を新
しい「地方分権型政治・行政システム」に転換
しようとするものであり、我が国の政治や行政
の基本構造をその根本から大きく変革しようと
するものである。この改革は、明治維新及び戦
後改革に次ぐ「第三の改革」というべきものの
一環とも見られている。（1）　平成 21（2009）年
9 月に発足した新政権は、「地域主権」を政策課
題として掲げた（2）。現在、「地域主権」の確立
を目指した取組として、「地域主権改革」が政
府一体として進められている（3）。

日本国憲法は、第8章に地方自治の章を設け、
同章第 92 条では、「地方公共団体の組織及び運
営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、
法律でこれを定める。」としている。「地方自治
の本旨」は、「法律をもってしても侵すことの
できない地方自治制度の本質的内容ないし核心
部分を意味する」（4）とされる。一方、近年にお
ける地方分権改革においては、地方分権を推進
するための政治的な指導理念として「補完性の
原理（The Principle of Subsidiarity）」（「補完性の

原則」ともいう。以下、他の表現が用いられている

資料を引用する場合を除き、「補完性原理」とする。）
という言葉が用いられるようになっている。補
完性原理は、欧州発祥の社会的・政治的原理で
あるが、我が国において、近年着実に進められ
てきた分権改革の一つの推進力となったともい
える。しかし、補完性原理の内容は必ずしも明

確ではなく、補完性原理を地方自治の保障のた
めの基本原則として、裁判規範ともなる法的概
念として受け入れるかどうかについては議論
があり、補完性原理の明確化が求められてい
る（5）。明確化のためには、我が国で補完性原理
が受容された経緯と特徴を明らかにし、国際的
な用法との相違を明らかにすること、我が国の
法制度、特に憲法上の「地方自治の本旨」との
関係を明らかにすることも必要である。

そこで、本稿では、第Ⅰ章で、補完性原理の
発祥及び国際条約に規定された経緯、また、補
完性原理が我が国の分権改革において用いられ
てきた経緯について見た上で、我が国における
補完性原理の特徴を整理する。第Ⅱ章では、日
本国憲法と補完性原理との関係について述べ、
第Ⅲ章では、最近の分権改革である国の出先機
関改革を例にとり、そこで補完性原理がどのよ
うに適用されているかについて見ることとした
い。

Ⅰ　補完性原理の広まり

この章では、欧州における補完性原理の発
祥、補完性原理に関する条約、欧州各国憲法の
規定を概観した後、我が国の分権改革において
補完性原理が導入された経緯について述べる。

1　欧州における広まり
（1）　補完性原理に関する国際条約等

補完性原理は、キリスト教の社会思想におい
て用いられた原理であり、欧州統合推進のため
の一つの原理となり、さらに、欧州の地方自治

（1）　松本英昭『要説地方自治法―新地方自治制度の概要―（第 7 次改訂版）』ぎょうせい , 2011, pp.46-47.
（ 2）　「民主党の政権政策　Manifesto2009」; 「民主党の政権政策　Manifesto2010」民主党アーカイブ <http://archive.

dpj.or.jp/policy/manifesto/>
（3）　「地域主権改革」内閣府ホームページ <http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/index.html>; 「地域主権型社会の確立」

総務省ホームページ <http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/suishin.html> 参照。
（4）　成田頼明「地方自治の本旨」小嶋和司編『憲法の争点（新版）』有斐閣 , 1985, p.244.
（5）　全国知事会自治制度研究会『地方自治の保障のグランドデザイン―自治制度研究会報告書―』全国知事会・財団法

人都道府県会館 , 2004, pp.100-101.
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保障のための国際条約に明記されるに至った。
以下、それぞれの内容を紹介する。

（ ⅰ ）　社会回勅
補完性原理の思想自体は、古代・中世の哲学

者であるアリストテレス、トマス・アクィナス
などに遡ることができるが、補完性原理という
名称を最初に用いて、詳細に論じたのは、ロー
マ教皇ピウス（イタリア呼称ピオ）11 世（Pius 

PP.XI. 治世 1922-1939 年）が 1931 年に出した社会
回勅『クアドラジェジモ・アンノ（Quadragesimo 

Anno）』であると言われる（6）。回勅とは、教会
の頭としての教皇による教導権の表現であり、
その中でも社会回勅とは、社会秩序の基本問題
を扱う、教会の社会教説を内容とする。この回
勅の重点は、1930 年代における全体主義の脅威
に対して、個人、家庭、民間組織、私有財産の
尊厳と権威を守り、主張することに置かれてい
る。補完性原理の内容を述べることで知られる
箇所は次のとおりである。

個々の人間が自らの努力と創意によって成
し遂げられることを彼らから奪いとって共同
体に委託することが許されないと同様に、よ
り小さく、より下位の諸共同体が実施、遂行
できることを、より大きい、より高次の社会
に移譲するのは不正であると同時に、正しい
社会秩序に対する重大損害かつ混乱行為であ
る。けだし、社会のあらゆる活動は、その権
能と本性ゆえに、社会の成員たちに補助を提
供せねばならず、彼らを破壊し吸収するよう
なことは決してあってはならないからであ
る。

したがって国家の最高権力は、もし自ら関

わっていると本来の任務への精力集中を著し
く妨げるような副次的業務、問題の処理を、
より下位の諸グループに任せるべきであり、
そうすれば、最高権力のみに遂行可能である
がゆえに最高権力のみに属するすべての業務
を、状況が勧め必要が迫る指導、監督、奨励、
抑制を通じて、より自由、より強力、より効
率的に執行できるようになろう。それゆえ為
政者たちに確信して貰いたいのは、この補完
義務の原理を守ることによって、多様な諸集
団のあいだの段階的秩序がよりいっそう強化
されれば、社会組織の権威と効率はいっそう
秀で、国家政体はいっそう幸福かつ豊かにな
る、ということである。（7）

この回勅の内容は、次の 3 点に要約すること
ができる（8）。第 1 に、あらゆる意思決定は、で
きる限り個人、個々の市民に近いところで行わ
れるべきである、つまり下位にある社会単位ほ
ど優先されるべきである。第 2 に、上位にある
社会単位は、下位の社会単位がある機能を行使
する能力に欠ける場合、下位の社会単位を「補
助」、「補完」する立場に立つ。この場合、この
「補助」「補完」する機能は、上位の社会単位の、
下位の社会単位に対する義務として位置付けら
れる。第 3 に、上位の社会単位が下位の社会単
位を「補助」する場合であっても、足らざる部
分を「補助」ないし「補完」する限度にとどめ
るべきである。

（ ⅱ ）　欧州連合条約
その後、補完性原理は、欧州統合において、

共同体と加盟国の関係を規律する原則として用
いられた。欧州共同体設立条約（1957 年 3 月 25

（6）　澤田昭夫「補完性原理 The Principle of Subsidiarity: 分権主義的原理か集権主義的原理か？」『日本 EC 学会年報』
12 号 , 1992, p.33 参照。「クアドラジェジモ・アンノ」は「40 周年」の意味。1931 年は、1891 年に教皇レオ 13 世が「レー
ルム ･ ノヴァルム」という社会回勅を出してから 40 周年に当たる。

（7）　同上 , pp.37-38.
（ 8）　山内健生「グローバル化する『地方自治』―『サブシディアリティの原理』・その理念と現実（二）」『自治研究』77 巻 6 号 , 

2001.6, pp.105-106.
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日署名、1958 年 1 月 1 日発効）は、第 235 条にお
いて、共同市場完成のために必要な場合、同条
約が特に認めていない行動でもそれを起こす権
限を欧州共同体に与えた。この規定は、補完性
原理という名称を用いてはいないが、補完性原
理を含意するものと考えられている（9）。その
後、補完性原理は、マーストリヒト条約（1992

年 2 月 7 日署名、1993 年 11 月 1 日発効）によって、
欧州連合条約（B 条第 2 項）、欧州共同体設立条
約（第 3b 条）に明記され、その後、アムステル
ダム条約（1997 年 10 月 2 日署名、1999 年 5 月 1 日

発効）、リスボン条約（2007 年 12 月 13 日署名、

2009 年 12 月 1 日発効）による改正を経た後、現
行の欧州連合条約においては、次のように規定
されている。

前文の「補完性の原則に従い、できる限り市
民に近いところで決定が行われ、」（10）という箇
所、第 1 条の「連合の決定は、市民に対しでき
る限り開かれた形で、かつ、できる限り市民に
近いところで行われる。」という箇所のほか、
第 5 条第 3 項に、欧州連合の権限に関する 3 原
則（11）の 1 つとして、次のように規定される。

第 5 条
3　補完性の原則の下で、連合は、その排他
的権限に属さない分野においては、提案さ
れる行動の目的が、加盟国の中央レベル又
は地域及び地方のレベルのいずれにおいて
も十分に達成することができず、提案され
る行動の規模又は効果のために連合レベル

でより良く達成され得る場合に限り、行動
する。

補完性原理に関する基準は、アムステルダム
条約の付属議定書「7. 補完性及び比例性原則の
適用に関する議定書」で明確にされ、リスボン
条約には、改めて「補完性及び比例性原則の適
用に関する議定書」（12）が付属議定書として付
された。その第 5 条では、次のことが規定され
た。すなわち、欧州連合の立法提案には、補完
性原理が遵守されている旨の表明を付すことと
され、予想される財政的な影響、及び指令（13）

の場合には加盟国（地域によるものも含む）が制
定する法規への影響に関する評価を含んでいな
ければならない。また、欧州連合の目的が欧州
連合レベルでより良く達成されることは、質的
な基準のみならず、可能であれば量的な基準に
も基づかなければならない。さらに、第 7 条で
は、加盟各国議会に票が配分され、補完性原理
に反するとする票が一定数に達する場合、欧州
委員会はその立法提案を再検討しなければなら
ないとされ、加盟国国内議会による補完性原理
のコントロールの仕組みが定められた。

（ ⅲ ）　欧州地方自治憲章
地方自治の国際的保障に向けた取組は、1950

年代の欧州で始まった（14）。欧州評議会（Council 

of Europe）（15）は、地方自治を保障する国際条約
の検討を進め、1985 年 6 月に欧州地方自治憲章
（European Charter of Local Self-Government）を

（9）　澤田　前掲注（6）, pp.43-44 参照。
（10）　欧州連合条約の訳は、奥脇直也・小寺彰編『国際条約集　2012 年版』有斐閣 , 2012 を参照。
（11）　他の 2 つの原則は、権限付与の原則（欧州連合は、構成国から権限を移譲された範囲においてのみ行動することが

できること）、比例性の原則（手段と目的が均衡していること）。中西優美子『法学叢書　EU 法』（法学叢書 17）新世社 , 
2012, pp.105-109 参照。

（12）　“Protocol on the Application of the Principles of Subsidiarity and Proportionality,” Official Journal of the 
European Union , C306, 17.12.2007, p.148. <http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2007:306:
0148:0150:EN:PDF>

（13）　Directive. 欧州連合の法行為の一種。達成されるべき結果について、名宛て人である加盟国を拘束するが、方式及
び手段の選択は加盟国の機関に委ねられる（欧州連合の機能に関する条約第 288 条参照）。

（14）　この項については、全国知事会自治制度研究会　前掲注（5）, pp.1-34 参照。
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採択した（1985 年 10 月 15 日署名、1988 年 9 月 1

日発効）。同憲章は、現在、欧州評議会に加盟し
ている 47 か国中 45 か国が批准している。

同憲章は、全 3 部 18 条から成り、中心部分
である第 1 部（第 2 条から第 11 条）は、地方自
治の諸原則について定める。第 4 条第 3 項は、
補完性原理について次のとおり規定する。

第 4 条
3　公的な責務は、一般に、市民に最も身近
な当局が優先的に遂行しなければならな
い。他の当局への責務の配分は、その任務
の範囲と性質及び効率性と経済性の要請を
考慮して行わなければならない（16）。

欧州評議会による同憲章の解説（17）によれ
ば、この規定は、公的権力が分権化されなけれ
ばならないという一般原則について規定するも
のである。事務の規模若しくは性質がより大き
な領域において処理する必要があるか、又は効
率性若しくは経済性の考慮を優先させる場合
でなければ、最も地方レベルの政府（the most 

local level of government）に包括的に任せなけれ
ばならないことを意味する。ただし、その性質
又は規模により限定的な事務を処理することし
かできない地方当局に対して、機械的に機能を
移譲する必要があることを意味しない。

また、欧州評議会の下で、専門家が作成した
報告書（18）によれば、上記の規定は、諸当局間の
権限配分に関する複数の基準を提供している。

この権限配分は、取り扱う任務の性質及びその
範囲（客観的な概念）に基づき、また、効率性
及び経済性（主観的概念）に基づきなされる（19）。
さらに同報告書は、報告書作成時点（1994 年）
までのドイツ、オーストリア、イタリア、ベル
ギー、フランスにおける補完性原理の適用事例
から、概ね次のことが確認できるとする（20）。

① 　補完性原理に対する新たな関心は、中央
政府とその他の政治的当局との権限を再配
分したいという願望と符合する。

② 　補完性の議論の中心に位置する権限配分
に絞るならば、以下の 2 点が確認される。
第 1 に、権限配分は、ある原則の意図的な
適用の結果というよりも、むしろ歴史や政
治の偶然の結果である。なんらかの権限が
丸ごと唯 1 つのレベルに配分された国はな
く、したがって、様々なレベルの完全な自
治を指向する要素よりも、協力を促す要素
の方が数は多い。第 2 に、市町村レベルの
権限及び中間レベルの権限は、中央レベル
の直ぐ下に位置するレベル（地域〔リージョ

ン〕や連邦を構成する州）のようには深い考
察の対象となっていない。その原因は、地
域レベルの自治体化プロセスが未だ達成さ
れていないことにある。

③ 　こうした一般的傾向には、事前の統制を
事後的な統制に切り替えることによって、
後見監督的手続を緩和しようとする大きな
努力が伴っている。

（15）　1949 年に人権、民主主義、法の支配の分野で国際社会の基準策定を主導する汎欧州の国際機関としてフランスのス
トラスブールに設立。加盟国は、欧州連合全加盟国、ロシア、ウクライナ、トルコ等 47 か国。

（16）　欧州地方自治憲章の訳は、全国知事会自治制度研究会　前掲注（5）, 資料編 p.3 参照。
（17）　Council of Europe, Explanatory Report on the European Charter of Local Self-Government , 1986. <http://

conventions.coe.int/treaty/en/Reports/Html/122.htm>
（18）　Council of Europe, Definition and Limits of the principle of subsidiarity , 1994. <https://wcd.coe.int/com.

instranet.InstraServlet?Index=no&command=com.instranet.CmdBlobGet&InstranetImage=1276048&SecMode=1
&DocId=1348640&Usage=2>　全文の翻訳は、大津浩・廣田全男訳「ヨーロッパ評議会編『補完性の原理の定義と限
界』」『経済と貿易』188 号 , 2004.3, pp.113-148.

（19）　大津・廣田訳　同上 , p.120.
（20）　同上 , pp.121-125. なお、この時点では、未だイタリア、フランスの憲法改正は行われていない（後述Ⅰ 1 （2） 参照）。

ﾚﾌｧﾚﾝｽ_01　740_地方分権の指導理念としての「補完性の原理」 念校.indd   9 2012/09/10   15:42:23



レファレンス　2012.910

④ 　上記統制のほか間接的な統制として、地
方公共団体の財政に関して、上級レベルに
よる介入が行われる。また、譲与税、交付
金、分担金等を通じて、地方自治体の権限
行使に十分な行使手段を与えるという第 2
の意味（21）の補完性原理の適用がなされる。

同報告書は、また、以上のような補完性原理
の解釈の多様性、既存の法制度に取り込まれて
きた様式の多様性等は、補完性原理の明確な定
義を困難にしており、それだからこそ、この概
念の発展、国家状況の多様性への対応が可能と
なったとする（22）。そして、加盟国に補完性原
理を導入するための条件として、権限配分の規
範として具体的に適用する場合には、次の側面
が同時に考慮されなければ、補完性原理を適用
してはならないとする（23）。

① 　市民に最も身近な当局が権限を行使する
際は、できる限り介入してはならない。し
たがって、監督による介入は、原則として
事後的で適法性に関するものに限られる。

② 　下位のランクの当局に認められた自由の
実効的な行使に必要とされる程度の介入で
なければならない。

なお、欧州評議会には、その諮問機関として、
加盟国の地方自治体を代表する欧州自治体・州
会議（Congress of Local and Regional Authorities）
が設置され、同会議は、自治体及び州の民主主
義の促進、特に、欧州地方自治憲章の原則の効
果的な実施を監視する役目を担っている。監視

の種類には、加盟国ごとの定期的で一般的な監
視、憲章の特定事項に関する検証、選挙監視等
がある。監視活動では、監視団の派遣後、報告
書が作成され、同会議が勧告を行う。（24）この勧
告は、欧州地方自治憲章の各条文の解釈基準と
なり、いわば判例のような機能を果たしている
と評価されている（25）。

（ ⅳ ）　世界地方自治憲章草案
欧州地方自治憲章が作成された後、その考え

を世界的に広めようとする動きが生じた。1985
年 9 月に、国際自治体連合（International Union 

of Local Authorities: IULA）の第 27 回世界大会
において「世界地方自治宣言」が採択され、ま
た、1993 年 6 月の第 31 回世界大会において、
「世界地方自治宣言」（新宣言）が採択された。
国際連合においても世界地方自治憲章（World 

Charter of Local Self-Government）を採択しよう
とする動きが生じ、2000 年 4 月に、第 2 次草案
が作成されたが、憲章の採択は、米国、中国の
反対等により頓挫した。世界地方自治憲章草案
第 4 条第 3 項は、補完性原理について、次のよ
うに規定する。

第 4 条
3　公的な責務は一般に市民に最も身近な当
局が遂行することを意味する、補完性と近
接性の原則に従い、他の当局へのいかなる
責務の配分も、技術的又は経済的な効率性
の要求に基づくものでなければならず、市
民の共通の利益に沿うものでなければなら
ない（26）。

（21）　第 2 の意味とは、上級レベルの当局は、下級レベルの当局がその責務を達成できるよう援助する義務があるという
こと。

（22）　大津・廣田訳　前掲注（18）, pp.125-126.
（23）　同上 , p.134.
（24）　“The Congress of Local and Regional Authorities, the Guarantor of local and regional democracy in Europe.” 

欧州評議会ホームページ <http://www.coe.int/t/congress/presentation/default_en.asp?mytabsmenu=1>
（25）　山﨑榮一『フランスの憲法改正と地方分権―ジロンダンの復権』日本評論社 , 2006, p.304.
（26）　全国知事会自治制度研究会　前掲注（5）, 資料編 p.14.
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（27）　廣田全男「第 3 章　補完性原理と『地方自治の本旨』」白藤博行ほか編『地方自治制度改革論―自治体再編と自治
権保障』自治体研究社 , 2004, pp.106-107.

（28）　山内健生「グローバル化する『地方自治』―『サブシディアリティの原理』・その理念と現実（三）」『自治研究』
77 巻 12 号 , 2001.12, pp.69-70.

ここで、補完性に加えて近接性（proximity）
という言葉が用いられているが、補完性という
言葉の多義性を踏まえて、定義を明確にするた
めに近接性を付記したものであり、補完性と近
接性は同じ意味で使われている（27）。

（ ⅴ ）　補完性原理の 4 要素
以上で紹介した国際条約等における補完性原

理は、①市民に最も身近な行政主体が優先的に
行政を担うこと、②上位の行政主体は、下位の
行政主体の権限行使を補助すること、③上位の
行政主体が補完して権限行使する場合の基準が
示されていること、④上位の行政主体から下位
の行政主体への介入は必要最小限でなければな
らないこと、以上 4 つの要素を含むものと整理
することができよう。この観点から、国際条約
等における補完性原理のイメージを図示する
と、次のようになる。

（2）　欧州各国憲法への補完性原理の明記
補完性原理は、欧州各国の中でも、ゲルマン

系の文化的伝統を受け継ぐ国々、具体的には、
ドイツ、オーストリアにおいて顕著に見られた
考え方であり、これに対して、フランス、イタ
リア、ベルギーなどでは、少なくともフランス
革命以降、補完性の考え方はあまり一般的では
なく、非常に集権的な考え方が強かったといわ
れ、補完性原理が注目されるようになるのは、
1980 年代以降の地方分権化の過程であるとされ
る。（28）

ドイツ連邦憲法（ボン基本法）においては、
欧州連合に関する規定（第 23 条第 1 項）で補完
性原理という名称が使用されていることを別と
して、補完性という名称は使用されていない
が、補完性原理の考えは、主として連邦と州（ラ

ント）との関係についての規定である第 30 条（ラ

ントの権限）を始め多くの規定に盛り込まれて
いる。地方公共団体は、州法の下に置かれ、基

図 1　国際条約等による補完性原理のイメージ

社会回勅 欧州連合条約 欧州地方自治憲章 

   
 

 

上位社会単位

下位社会単位

本来の任務

副次的な任務

副次的な任務

欧州連合

各加盟国

排他的権限分野

その他分野

その他分野

他の行政主体

身近な行政主体

公的責務

公的責務

①加盟国（国・地方）
で十分達成できない。
②連合でより良く達
成できる。

①任務の性質と範囲
②効率性
③経済性

① ② ③

④ ⑤

意思決定・実施（優先的） 意思決定・実施（補完的） 補助・支援

介入・関与 上位主体が補完的に意思決定・実施を行う場合の基準

（注）図形の意味

（出典）筆者作成
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本法第 28 条第 2 項（29）及び州憲法により一定の
自治権が保障されている。

イタリア憲法には、2001 年 10 月の憲法改正
により、補完性原理が明記された。この改正は、
近代統一国家形成期以来のフランスをモデルに
した中央集権的な国家体制に根本的変更をもた
らすもので、①コム―ネ（市町村）、県、大都
市の自治権の憲法的承認（第 114 条）、②州の立
法権の大幅な強化（第 117 条）、③行政権限の国
と地方公共団体への配分原理の根本的転換（第

118 条）、④地方公共団体の財政自治権の大幅な
強化（第 119 条）等を含むものである。補完性
原理に関する規定は、次のとおりである。（30）

第 118 条（市町村の行政権能）
1　行政権はコムーネに帰属する。ただし、
その統一的執行を確保するために、補完
性、差異性、最適性の原則（31）に従って、県、
大都市圏、州及び国に移譲される場合を除
く。

2 ～ 3　省略
4　国、州、大都市圏、県及びコムーネは、
補完性原理に基づき、一般的利益に関する
活動の遂行のために、個人及び結合した市
民の自発的な自治を促進する。

フランス憲法では、2003 年 3 月の改正で、補
完性原理を意味する規定が設けられた。この改
正は、地方分権を進展させる抜本的改革のため
の改正であり、①フランス共和国の基本理念と
しての地方分権原則の導入（第 1 条）、②実験的

試行制度の導入（第 37 条の 1、第 72 条第 4 項）、
③地方公共団体の組織に関する法案の上院先議
権（第 39 条第 2 項）、④州（région）を憲法上の
地方公共団体に加えること（第 72 条第 1 項）、
⑤補完性原理の導入（第 72 条第 2 項）、⑥参加
型民主主義の強化（第 72 条の 1 第 2 項、同条第 3

項）、⑦財政自主権に関する原則の導入（第 72

条の 2）、⑧海外に位置する地方公共団体の再編
及び自立性の強化（第 72 条の 3、第 72 条の 4、第

73 条、第 74 条、第 74 条の 1）から成る。補完性
原理に関する規定は、次のとおりである。この
規定には補完性という名称が使われている訳で
はないが、補完性原理を意味することは、議会
審議で確認された。（32）

第 72 条
2　地方公共団体は、各々のレベルにおい
て、最も効果的に実施できる権限の全てに
ついて、意思決定を行うことを本来的使命
とする（33）。

2　我が国の分権改革と補完性原理
（1）　シャウプ勧告（昭和 24（1949）年）から地

方分権一括法（平成 11（1999）年）まで
我が国において、行政ができる限り身近な地

方公共団体において行われるべきであるとい
う考え方が明確な形で示されたのは、昭和 24
（1949）年 8 月 24 日のシャウプ使節団日本税
制報告書（いわゆる「シャウプ勧告」）が最初で
あるとされる（34）。シャウプ勧告の地方（市町村）
優先主義を示す箇所は、次のとおりである。

（29）　「市町村には、法律の範囲内において、地域共同体のすべての事務を、自己責任において定める権利が、保障され
ていなくてはならない。（以下略）」（石川健治「ドイツ連邦共和国基本法（ボン基本法）」高橋和之編『世界憲法集（第
2 版）』（岩波文庫）岩波書店 , 2012, pp.187-188.）

（30）　高橋利安「イタリア憲法第 2 部第 5 章『州、県及びコムーネ』の改正」『外国の立法』No.212, 2002.5, pp.50-59 参照。
（31）　差異性の原則は、地方公共団体の人口、組織等の多様性を考慮して権限を配分する原則。最適性の原則は、他の団

体と連携した形態でも事務の履行を保障する原則。高橋利安「第 3 章　イタリアにおける地方分権と補完性原理」若
松隆・山田徹編『ヨーロッパ分権改革の新潮流』中央大学出版部 , 2008, p.74 参照。

（32）　山﨑　前掲注（25）, pp.187-189 参照。
（33）　同上 , p.188 参照。

ﾚﾌｧﾚﾝｽ_01　740_地方分権の指導理念としての「補完性の原理」 念校.indd   12 2012/09/10   15:42:24



地方分権の指導理念としての「補完性の原理」

レファレンス　2012.9　 13

（34）　山内健生「グローバル化する『地方自治』―『サブシディアリティの原理』・その理念と現実（五）」『自治研究』78 巻 6 号 , 
2002.6, p.101.

（35）　財団法人神戸都市問題研究所地方行財政制度資料刊行会編『戦後地方行財政資料　別巻 1―シャウプ使節団日本税
制報告書』勁草書房 , 1983, p.170.

（36）　山内　前掲注（34）, pp.104-107.
（37）　同上 , pp.107-109.

地方自治のためにそれぞれの事務は適当な
最低段階の行政機関に与えられるであろう。
市町村の適当に遂行できる事務は都道府県ま
たは国に与えられないという意味で、市町村
に第一の優先順位が与えられるであろう。第
二には都道府県に優先権が与えられ、中央政
府は地方の指揮下では有効に処理できない事
務だけを引き受けることになるであろう（35）。

昭和 24（1949）年 12 月にシャウプ使節団の
勧告を具体化するために設置された地方行政調
査委員会議は、翌年、「行政事務再配分に関す
る勧告」（昭和 25（1950）年 12 月 22 日）を行い、
その中で、事務の配分については、「事務の性
質上当然国の処理すべき国の存立のために直接
必要な事務を除き、地方公共団体の区域内の事
務は、できる限り地方公共団体の事務とし、国
は、地方公共団体においては有効に処理できな
い事務だけを行うこととすべきである」とし、
また、国と地方公共団体との関係は、機能を分
かちつつ共同する関係に立つとした（パートナー

シップ原理）。次いで、第 9 次地方制度調査会（以

下「地制調」という。）の「行政事務再配分に関
する答申」（昭和 38（1963）年 12 月 27 日）は、
国と地方公共団体との関係は協同関係でなけれ
ばならないとし、事務の配分に当たって、地方
公共団体、中でも市町村にできるだけ多くの事
務を配分することが、行政の民主的処理と総合
的処理との見地から必要であるとした。第 17
次地制調の「新しい社会経済情勢に即応した今
後の地方行財政制度のあり方についての答申」
（昭和 54（1979）年 9 月 10 日）は、「行政は、住
民の意思と負担とに基づいて行われるものであ
る。したがって、行政事務は、できるだけ住民

の身近なところにおいて処理されるとともに能
率的に処理されなければならない。」とした。
昭和 57（1982）年 7 月 30 日、第 2 次臨時行政
調査会は、「行政改革に関する第 3 次答申」を
提出した。この答申は、パートナーシップ原
理を明確に打ち出すとともに、「住民に身近な
行政はできる限り地域住民に身近な地方公共団
体によって処理されるよう、事務の再配分を推
進」すべきであるとして、地方（市町村）優先
主義をとることを明らかにしているが、その対
象は、「行政」一般ではなく、「住民に身近な行
政」に限定されている。この答申の考え方は、
その後、各種答申等において引き継がれた。（36）

平成 5（1993）年 10 月 27 日の臨時行政改革
推進審議会（第 3 次行革審）及び平成 6（1994）
年 11月 22日の第24次地制調の答申を踏まえ、
政府は、同年 12 月 25 日、「地方分権の推進に
関する大綱方針」を閣議決定した。平成7（1995）
年 5 月 19 日、地方分権推進法（平成 7 年法律第

96 号）が制定され、同法第 2 条では、パートナー
シップ原理が明らかにされ、第 4 条では、次の
とおり、国と地方公共団体の役割分担について
規定された。（37）

第 4 条　地方分権の推進は、国においては国
際社会における国家としての存立にかかわ
る事務、全国的に統一して定めることが望
ましい国民の諸活動若しくは地方自治に関
する基本的な準則に関する事務又は全国的
な規模で若しくは全国的な視点に立って行
わなければならない施策及び事業の実施そ
の他の国が本来果たすべき役割を重点的に
担い、地方公共団体においては住民に身近
な行政は住民に身近な地方公共団体におい
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て処理するとの観点から地域における行政
の自主的かつ総合的な実施の役割を広く担
うべきことを旨として、行われるものとす
る。

地方分権推進法に基づいて設置された地方分
権推進委員会の 5 次にわたる勧告に基づき、地
方分権推進計画（平成 10（1998）年 5 月 29 日）、
第 2 次地方分権推進計画（平成 11（1999）年 3 月

26 日）が閣議決定された。地方分権推進計画に
掲げられた制度改革を実施するため、平成 11
（1999）年 7 月 8 日、地方分権の推進を図るた
めの関係法律の整備等に関する法律（平成 11 年

法律第 87 号。通称「地方分権一括法」）が制定さ
れた。同法によって改正された地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）には、地方公共団体の役割
とそれに対する国の配慮に関する次のような規
定が新たに設けられた。

第 1 条の 2　地方公共団体は、住民の福祉の
増進を図ることを基本として、地域におけ
る行政を自主的かつ総合的に実施する役割
を広く担うものとする。

2　国は、前項の規定の趣旨を達成するた
め、国においては国際社会における国家と
しての存立にかかわる事務、全国的に統一
して定めることが望ましい国民の諸活動若
しくは地方自治に関する基本的な準則に関
する事務又は全国的な規模で若しくは全国
的な視点に立って行わなければならない施
策及び事業の実施その他の国が本来果たす
べき役割を重点的に担い、住民に身近な行
政はできる限り地方公共団体にゆだねるこ
とを基本として、地方公共団体との間で適
切に役割を分担するとともに、地方公共団
体に関する制度の策定及び施策の実施に当

たって、地方公共団体の自主性及び自立性
が十分に発揮されるようにしなければなら
ない。

（2）　地方分権推進委員会最終報告（平成 13

（2001）年）から地方分権改革推進委員会第 1
次勧告（平成 20（2008）年）まで
補完性原理という名称が政府の審議会報告書

等に登場したのは、地方分権推進委員会最終報
告（平成 13（2001）年 6 月 14 日）が最初である
とされる（38）。同報告は、欧州地方自治憲章等
では、「事務事業を政府間で分担するに際して
は、まず基礎自治体を最優先し、ついで広域自
治体を優先し、国は広域自治体でも担うにふさ
わしくない事務事業のみを担うものとするとい
う『補完性の原理』の考え方が謳われている」
とし、「わが国の事務事業の分担関係をこの『補
完性の原理』に照らして再点検してみれば、国
から都道府県へ、都道府県から市区町村へ移譲
した方がふさわしい事務事業がまだまだ少なか
らず存在している一方、これまではともかく今
後は、市区町村から都道府県へ、都道府県から
国へ移譲した方が状況変化に適合している事務
事業も存在しているのではないかと思われる。
分権改革というと、事務事業の地域住民に身近
なレベルへの移譲にのみ目を向けがちである
が、分権改革の真の目的は事務事業の分担関
係を適正化することにあるのである」として
いる（39）。

また、地方分権改革推進会議の報告「事務・
事業の在り方に関する意見―自主・自立の地域
社会をめざして」（平成 14（2002）年 10 月 30 日）
では、「それぞれの事務の性質に応じて担い手
として最もふさわしいレベルの地方公共団体や
国に事務権限を配分するという原則、すなわち
『補完性の原理』に基づいて役割分担を適正化

（38）　廣田　前掲注（27）, p.110.
（39）　「第 4 章 IV　事務事業の移譲」『地方分権推進委員会最終報告―分権型社会の創造：その道筋―』 <http://www8.

cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/saisyu/index.html>
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（40）　地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する意見―自主・自立の地域社会をめざして」2002.10.30, p.3. 
<http://www8.cao.go.jp/bunken/021030iken/021030iken.pdf>

（41）　地方分権改革推進委員会「第 1 次勧告～生活者の視点に立つ『地方政府』の確立～」2008.5.28, p.6. <http://www.
cao.go.jp/bunken-kaikaku/iinkai/torimatome/080528torimatome1.pdf>

（42）　塩野宏「地方自治の本旨に関する一考察」『自治研究』80 巻 11 号 , 2004.11, pp.42-43.

することによって、地方の役割とされた事務に
ついては、地方が自主的・自立的に最適の形態
でそれを実施できるようにすべきである」（40）

とされた。
平成 18（2006）年 12 月 15 日、地方分権改革

推進法（平成 18 年法律第 111 号）が制定され、
第 5 条に国と地方公共団体の役割分担について
規定された。

第 5 条　国は、国際社会における国家として
の存立にかかわる事務、全国的に統一して
定めることが望ましい国民の諸活動若しく
は地方自治に関する基本的な準則に関する
事務又は全国的な規模で若しくは全国的な
視点に立って行わなければならない施策及
び事業の実施その他の国が本来果たすべき
役割を重点的に担い、住民に身近な行政は
できる限り地方公共団体にゆだねることを
基本として、行政の各分野において地方公
共団体との間で適切に役割を分担すること
となるよう、地方公共団体への権限の移譲
を推進するとともに、地方公共団体に対す
る事務の処理又はその方法の義務付け及び
地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245
条に規定する普通地方公共団体に対する国
又は都道府県の関与の整理及び合理化その
他所要の措置を講ずるものとする。

上記地方分権改革推進法に基づき設置された
地方分権改革推進委員会は、平成 20（2008）年
5月28日、「第1次勧告～生活者の視点に立つ『地
方政府』の確立～」を提出した。その中では、
役割分担原則について次のように述べられる。

国と地方、広域自治体と基礎自治体の役割
分担において、基礎自治体に事務事業を優先
的に配分し、地域における総合的な行政の実
施の役割を担わせることは、地方自治の基本
原則である。規模や能力の異なる基礎自治体
が総合的な行政を担うことができるよう、広
域連合の形成や周辺自治体又は広域自治体に
よる補完など、総合性を担保するための制度
の充実をはかる（41）。

（3）　我が国における補完性原理導入の特徴
地方分権改革推進委員会第 1 次勧告までの我

が国における補完性原理の考え方を前述の国際
条約等、特に欧州地方自治体憲章における補完
性原理と比較すると、我が国における補完性原
理の特徴は、次の 3 点に整理できよう。①パー
トナーシップ原理を前提として、国と地方の役
割分担原則と補完性原理が重なり合うものとし
て理解されている。②地方公共団体は、行政一
般ではなく、「住民に身近な行政」を分担する
とされる。③地方公共団体は、その役割を果た
すために、総合行政主体であることが求められ
る。③については、最少単位の地方公共団体に
対しても、包括的統治団体であるということを
押しつけることになるとの批判（42）がある。こ
の点については、前述のとおり（Ⅰ 1 （1） （ ⅲ ） 参

照）、欧州地方自治憲章上の補完性原理は、そ
の性質又は規模により限定的な事務を処理する
ことしかできない地方当局に対して、機械的に
機能を移譲する必要があることを意味しないと
考えられている。
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Ⅱ　日本国憲法と補完性原理

この章では、日本国憲法第 92 条の「地方自
治の本旨」規定の諸説を紹介した後、「地方自
治の本旨」に補完性原理が含まれるかどうかに
ついての見解を紹介する。

1　地方自治権の保障と「地方自治の本旨」

日本国憲法「第 8 章　地方自治」は、次の 4
か条で構成される。地方自治の基本原則につい
て定める第 92 条、議会の設置及び地方公共団
体の長、議員等の住民による直接選挙について
定める第 93 条、地方公共団体の権能について
定める第 94 条、一の地方公共団体のみに適用
される法律に関する住民投票について定める第
95 条である。基本原則を定める第 92 条は、「地
方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地
方自治の本旨に基いて、法律でこれを定める」
と規定する。

憲法が保障する地方自治権の性質について
は、これまで、学説が分かれてきた。固有権説、
伝来説、制度的保障説があり、また、近年には、
地方公共団体の自主立法権や自主財政権を強調
する立場から、固有権説の新たな見直しと評価
がなされ（新固有権説）、さらに、地方公共団体
の統治権を直接地域住民から信託されたものと
する説（社会契約説）も主張されている（43）。従
来の説のうち、例えば、固有権説は、自治制度
は歴史的経過の下に確定され、個人が国家に対
して固有かつ不可侵の権利をもつのと同様に、
地方公共団体もまた固有の基本権を有するとい
う見解である。この説は、統治制度の成立過程
に忠実な考えであるが、単一不可分の国家主権
という観念と矛盾し、また、地方公共団体とい
う統治主体の自治権を、統治団体が本来有し得

ない「自然権」によって説明するという難点を
克服できないという問題がある。伝来説（又は

承認説、保障否定説ともいう）は、地方自治は国
が承認する限り認められるものであるから、国
は地方自治の廃止を含めて地方自治保障の範囲
を法律によって定めることができるとする見解
である。伝来説は、「地方自治の本旨」に特別
の法的意味を認めない。伝来説は、法律によっ
て自治の安易な改変を許容し、さらには自治制
の完全否定も論理的に可能とするものであり、
現在、伝来説を受け継ぐ学説はみられない。制
度的保障説は、地方統治団体は国に先行して存
在するものであり、地方自治は、国の統治権を
前提とするが、地方公共団体には、国によって
侵害されない一定の統治権が憲法によって保障
されているという考え方であり、通説であると
される。この説によれば、「地方自治の本旨」は、
国の法律をもってしても侵すことのできない地
方自治制度の本質的内容ないし核心的部分を意
味することになる。

それでは、法律をもってしても侵すことので
きない「地方自治の本旨」とは何か。「地方自
治の本旨」は、団体自治と住民自治の 2 つの要
素から構成されるとするのが通説である。団体
自治とは、地方統治が中央政府から独立した地
方統治団体あるいは地方政府に委ねられ、地方
統治団体あるいは地方政府の意思と責任の下で
実行されるという自由主義的側面であり、住民
自治とは、地方統治がその地方公共団体の住民
の意思に基づいて行われるという民主主義的側
面であると説明される（44）。
「地方自治の本旨」がこのように団体自治と

住民自治から構成されるという解釈は、憲法制
定に関わった法制官僚である佐藤達夫の証言に
基づいている。昭和 21（1946）年 2 月 13 日に
日本政府に手交された「GHQ 草案」（45）は、第

（43）　野中俊彦ほか『憲法Ⅱ（第 5 版）』有斐閣 , 2012, pp.363-364; 渋谷秀樹「[ 第 8 章 ]　地方自治」芹沢斉ほか編『新基
本法コンメンタール　憲法』（別冊法学セミナー no.210）日本評論社 , 2011, pp.477-479 参照。

（44）　渋谷　同上 , p.477.
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8 章「地方政治（Local Government）」において、
①府県知事、市長、町長、議会議員、主要職員
等が直接選挙されること（第 86 条）、②首都、
市及び町の住民は、財産、事務及び政治を処理
し、法律の範囲内で憲章（Charter）を作成する
権利が保障されること（第 87 条）、③首都、市
又は町に適用される地方的又は特別の法律の制
定は、その地方の有権者の同意を条件とするこ
と（第 88 条）を規定していた。GHQ 草案を手
交された日本側がこれらの規定について感じた
ことは、「府県とか市・町とかいうような団体
の種別を憲法で固定してしまうことは、多くの
立法例はあるにせよ、いささか窮屈ではないか
ということ、及び、この章の頭初に総則的の条
文があった方がよくはないか」（46）ということで
あった。GHQ草案を基に日本政府が作成した「3
月 2 日案」（47）は、第 8 章「地方自治」において、
①地方公共団体の組織及び運営に関する規定
（Regulations）は地方自治の本旨に基づき法律
により定めること（第 101 条）、②地方公共団体
に法律の定めるところにより議会を設置するこ
と、地方公共団体の長及び議員は法律の定める
ところにより住民が選挙すること（第 102 条）、
③住民は自治の権能を有し、法律の範囲内で条
例及び規則を制定できること（第 103 条）、④一
の地方公共団体にのみ適用される特別法は、住
民の多数により承認されなければ制定できない
こと（第 104 条）を規定していた。同年 3 月 4
日から 5 日にかけての折衝において、章の冒頭
に総則的な条文を追加することが認められるな
どの結果、帝国議会の審議を経て最終的に現行
憲法第 92 条から第 95 条の規定となった。第 92

条の規定について、佐藤は、次のように述べる。

法的表現としては必らずしも完璧とはいえ
ないかもしれないけれども、これが、一般に
いわれている団体自治と住民自治と、この二
つを根幹としていることはおのずから明らか
であると思う。すなわち、地方住民に身近か
な公同の事務は、これらの住民の意思に基き
その構成する組織を通じて自主的に処理され
るということが中心の観念を成すものといえ
よう。ただ、この表現が極めて抽象的である
ために、従来もしばしば論議の対象となった
が、ある措置が地方自治の本旨に沿うかどう
かということについては、他の場合にいつも
問題になる「公共の福祉」ということばと同
じように、結局、個々の具体的問題ごとに、
良識ある一般の社会通念によって決せられる
べきものと思われる。こういうあいまいな表
現の条文は、むしろ無い方がよいという批判
もあったように記憶するけれども、私は、第
八章はむしろこの条文だけで足るのではない
か、といえるくらいに、それは大きな意義を
もつものであり、また、これが抽象的で漠然
としていることが、かえってあらゆる立法の
分野をカバーし、それらによる侵害を抑制す
る効能をもつことになるのではないかと思っ
ている（48）。

佐藤のこのような説明の内容は、同じく憲法
制定に関わった法制官僚の入江俊郎によっても
確認されている（49）。佐藤は、また、総則的規
定の表現方法に苦労し、明治 21（1888）年に公

（45）　国立国会図書館「資料と解説 3-15 GHQ 草案 1946 年 2 月 13 日」『日本国憲法の誕生』 <http://www.ndl.go.jp/
constitution/shiryo/03/076shoshi.html>

（46）　佐藤達夫「憲法第八章覚書―その成立の経過を中心として―」自治庁記念論文編集部編『地方自治論文集（第 2 版）』
地方財務協会 , 1955, p.39.

（47）　国立国会図書館「資料と解説 3-20 日本国憲法『3 月 20 日案』の起草と提出」『日本国憲法の誕生』 <http://www.
ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/086shoshi.html>

（48）　佐藤　前掲注（46）, pp.47-48.
（49）　入江俊郎『憲法制立の経緯と憲法上の諸問題―入江俊郎論集―』第一法規 , 1976, p.241.
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布された市制・町村制（明治 21 年法律第 1 号）
に附された上諭（50）なども参考としたが、結局、
「地方自治の本旨」とし、その実体は、「自明
のことであろうという前提に立った」（51）と述
べている。（52）

なお、近年、「地方自治の本旨」の解釈の変
更を迫るような研究成果が現れている（53）。こ
の研究の結論は次のようなものである。①「地
方自治の本旨」を定めた憲法第 92 条は、GHQ
草案第 87 条の「憲章ヲ作成スル権利」に由来
する規定で、佐藤がゼロから創作したものでは
ない、② GHQ 草案第 87 条は、アメリカで行わ
れている憲章制定権の保障をそのまま日本に導
入しようとしたものではなく、「特殊日本化さ
れたホーム・ルール・チャーター制」（54）を規

定したものである、③佐藤は、このようなもの
であってもホーム・ルール・チャーター制の導
入には否定的であり、GHQ 草案第 87 条を高度
に抽象化して翻案規定とし、「地方自治の本旨」
という語句を使用した、④地方自治の本旨の具
体的意味・内容は、欧州生まれの住民自治や団
体自治ではなく、アメリカの制度が起源であっ
た（55）。

2　「地方自治の本旨」と補完性原理

前述のように「地方自治の本旨」が団体自治
と住民自治を指すとしても、それは、「地方自
治」そのもの説明であるに過ぎず、法律をもっ
てしても侵すことのできない憲法規定としての
「地方自治の本旨」の説明にはなっておらず、

（50）　「朕地方共同ノ利益ヲ発達セシメ衆庶臣民ノ幸福ヲ増進スルコトヲ欲シ隣保団結ノ旧慣ヲ存重シテ益之ヲ拡張シ更
ニ法律ヲ以テ都市及町村ノ権義ヲ保護スルノ必要ヲ認メ茲ニ市制及町村制ヲ裁下シテ之ヲ公布セシム」

（51）　佐藤　前掲注（46）, p.40.
（52）　佐藤達夫の説明からは、第二次世界大戦前に、既に地方自治の本旨の元になるものがあったことを窺うことができ

る。明治 21（1988）年の市制・町村制は、英国で発達した住民自治とドイツで発達した団体自治の原理を盛り込んだ
ものであった。しかし、明治 22（1889）年に発布された明治憲法は、天皇主権の国家体制をとり、人民が自治の主体
と考えることができなくなった。このため、戦前の行政法学では、人民自治と団体自治を含む市制・町村制の自治の
観念が「本来の意義における自治」すなわち「自治の本旨」ではあるが、人民自治は、「政治上の意義の自治」に過ぎず、「法
律上の意義の自治」は、団体自治であると考えられるようになったとされる。辻山幸宣「戦前期における『地方自治
の本旨』―『自明のこと』とされた内容をめぐって」『法学新報』100 巻 5･6 号 , 1994.6, pp.117-137; 辻山幸宣「戦前
期における自治学説―『住民自治』『団体自治』の観念をめぐって―」『法学新報』100 巻 11･12 号 , 1994.11, pp.385-
408 参照。

（53）　佐々木高雄「『地方自治の本旨』条項の成立経緯」『青山法学論集』46 巻 1･2 号 , 2004, pp.79-152; 佐々木高雄「憲章
制定権の再生―『条例制定権』条項の成立経緯を中心にして―」『比較憲法学研究』16 号 , 2004.10, pp.49-77.

（54）　アメリカでは、日本と異なり地方自治制度に関する全国一律の法律は存在せず、個別の州ごとの憲法や法律でそれ
ぞれ内容の異なる制度が規定されている。法的には、地方政府は、州政府により創設されたものとみなされ、州の下
部組織として設定されている。19 世紀後半から 20 世紀初めにかけて、各地の州政府や都市政府で権限濫用や不祥事
が多発し、地方自治を保護するため、州憲法の改正が行われるようになった。その一つが、固有権的地方自治（ホーム・
ルール）条項の導入であり、その典型的規定は、地方政府による憲章採択に関する規定である。自治憲章（ホーム・ルー
ル・チャーター）は、地方政府の基本形態、主要機関の設定、その権限等を規定し、住民が起草し、採択する。小滝
敏之『アメリカの地方自治』第一法規 , 2004, pp.30, 41, 131-146, 263-274 参照。

（55）　佐々木説の整理は、原田一明「日本国憲法が規定する『地方自治の本旨』」兼子仁先生古稀記念論文集刊行会編『分
権時代と自治体法学』勁草書房 , 2007, pp.82-83 を参照。しかし、佐藤達夫は、GHQ 草案のチャーター（Charter）を
条例（Regulation）に修正する日本側の案に GHQ 側から異議が出されなかったことについて、「われわれとしては、
そもそも憲法自身でプレジデンシャル・システムというところまで押しつけて置きながら（地方公共団体の長の公選
制（第 93 条）のこと：筆者注）、いまさらチャーターの制定権でもあるまいというような感じを抱いた」（佐藤　前掲
注（46）, p.53.）と述べており、地方公共団体の政治機構を定めるという憲章の中核部分が認められないような憲章制定
権にはあまり意味がないことを承知していた。この証言に基づき、ホーム・ルールに関する佐々木説のような見解に
は疑問があるとされる（全国知事会自治制度研究会『地方自治の保障のグランドデザインⅡ―自治制度研究会報告書
―』全国知事会・（財）都道府県会館 , 2006, p.29 参照）。
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特に通説である制度的保障説をとると、団体自
治・住民自治の中のどういう事項が法律をもっ
てしても侵しえない制度的保障の核心であるか
を明らかにする必要がある（56）。原田一明・横
浜国立大学教授は、「地方自治の本旨」の意味・
内容についての諸見解は、大まかに、①「地方
自治の本旨」をある程度固定的・具体的な内容
をもつものと理解しようとする立場と、これに
対して、②「地方自治の本旨」の内容は、時代
の変遷と価値観の変化によって変わるもので、
一定不変の中身が憲法第 92 条から一義的・明
確に引き出せるものではないと考える立場があ
るとしている（57）。

そこでまず、「地方自治の本旨」が意味する
ものの中に補完性原理が含まれるとする見解を
みると、杉原泰雄・一橋大学名誉教授は、地方
自治権の根拠を人権保障と国民主権に求める新
固有権説の立場から、「地方自治の本旨」の具
体的内容として、①人権保障の目的性（58）、②
住民自治と団体自治、③地方公共団体優先の事
務配分の原則と全権限性の原則、④自主財源の
配分の原則を挙げている（59）。また、磯部力・
国学院大学教授は、「『地方自治の本旨』とは、

そもそも時代を超えて内容が固定しているもの
ではなく、また住民自治と団体自治という決ま
り文句に尽きるものでもないはずである。した
がって時代の要請に対応しつつその内容を発展
させていくことは当然なのであって、今日の時
点で、あるべき地方自治の本旨の中に、国と地
方公共団体の役割分担の明確化原則を読み込ん
でいくことは、憲法規範のきわめて正当な解釈
であり、また妥当な立法政策と言うことができ
るであろう」（60）としている。さらに、廣田全男・
横浜市立大学教授は、「地方公共団体に必要最
小限度留保すべき事務、あるいは『固有の自治
事務領域』の内容・範囲を憲法解釈により抽象
的・一義的に導き出すことが仮に不可能である
としても、そのことが憲法原理としての『地方
公共団体優先の事務配分の原則』を否認する理
由にはなるとは思われない」（61）としている。

このような見解に対して、「地方自治の本旨」
に補完性原理を読み込むことはできないという
見解がある。成田頼明・横浜国立大学名誉教
授は、「憲法の規定からどのような種類の事務
を必要最小限度地方公共団体に固有の事務と
して留保すべきであるかは、一義的に明確にな

（56）　成田　前掲注（4）, p.245.
（57）　原田　前掲注（55）, p.76. 原田教授は、近年においては、「地方自治の本旨」の意義を明らかにしようとする議論は、

団体自治と住民自治を自明の前提とした上で、住民自治の観点を強調することによって「地方自治の本旨」を再定位
しようとする見解が主流となっているとする。この主流的見解（例えば、岡田信弘「『地方自治の本旨』の再定位」高
見勝利ほか編『日本国憲法解釈の再検討』有斐閣 , 2004, pp.362-380.）は、憲法第 95 条を積極的に理解する議論、す
なわち、「地方自治特別法に対する立法制限は、むしろ逆に、住民投票によって過半数の支持を得られる特例は法律の
レベルでも認められるという意味に積極的に理解」できるのではないかという議論を基礎とする。このような見解に
対して、原田教授は、第 95 条という特定条項の拡張解釈の方法によるのではなく、「地方自治の本旨」に関する、憲
法制定過程における GHQ 草案の現行憲法への具体化の問題として議論すべきとし、ホーム ･ ルール制の観点からの
より柔軟な解釈の可能性を指摘している。この見解には、注（55）で紹介したとおり、佐藤達夫の証言内容に符合しない
問題がある。豊永郁子「現憲法下におけるアメリカ型地方自治の可能性」『地方自治』692 号 , 2005.7, pp.3-27 も参照
のこと。なお、ホーム・ルール制を背景としたその他の見解として、阪本昌成『憲法 1 国制クラシック』有信堂高文社 , 
2000, pp.259-261; 佐藤幸治『日本国憲法論』成文堂 , 2011, p.550 がある。

（58）　「地方公共団体は、住民の人権を保障するうえで必要がある場合には、原則として、すべての事項につき、自主的に、
法律による授権の有無にかかわらず、活動することができるはずである。」（杉原泰雄『地方自治の憲法論―「充実し
た地方自治」を求めて（補訂版）』勁草書房 , 2008, p.153.）

（59）　同上 , pp.153-180.
（60）　磯部力「国と自治体の新たな役割分担の原則」西尾勝編著『地方分権と地方自治』ぎょうせい , 1998, pp.87-90.
（61）　廣田　前掲注（27）, pp.121-122.
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る訳ではない」（62）。また、「どのような事務を
国と地方公共団体に配分し、どのような事務を
国と地方公共団体の共管事務にするかは、基本
的には、事務の性質、効果、影響範囲、責任の
所在、時代の要求などを考慮して立法政策によ
り定めるべきものであ」（63）るとする。また、
西尾勝・後藤 ･ 安田記念東京都市研究所理事長
は、憲法第 8 章には、基礎と広域の二層の自
治体の存立を保障すること等のほか、「事務事
業を政府間で分担するに際しては、基礎自治体
を最優先し、次いで広域自治体を優先し、国は
残余の事務事業のみを担うものとする『補完性
（subsidiarity）の原理』が明記されていない」
とし、憲法の地方自治条項を人類普遍の原理（グ

ローバル・スタンダード）に合わせて充実強化す
る、又は、地方自治基本法を制定することを選
択肢として挙げている（64）。

このように、「地方自治の本旨」と補完性原
理との関係については両論があるが、地方自治
法の規定の仕方からすると、同法は、役割分担
原則は、地方自治の本旨の要素そのものではな
いという理解の下にあると解される（65）。すな
わち、同法第 2 条第 11 項によれば、地方公共
団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に
基づき、かつ、国と地方公共団体との適切な役
割分担を踏まえたものでなければならないとし
て、地方自治の本旨と役割分担を並列的に書い
ている。同趣旨の規定は、同条第 12 項にも見
られる。

Ⅲ　今後の分権改革と補完性原理―出先
機関改革を中心に

現在、分権改革の一環として、国の出先機関
の事務を地方に移譲するための検討が進められ
ている。この章では、この出先機関改革を例に
とり、今後の分権改革において補完性原理がど
のように適用されているかをみることとした
い。

1　出先機関改革の経緯

第 45 回衆議院議員総選挙における民主党の
マニフェスト（66）は、地域主権について、「明治
維新以来続いた中央集権体制を抜本的に改め、
『地域主権国家』へと転換する」とし、出先機
関改革については、「28. 国の出先機関、直轄事
業に対する地方の負担金は廃止する」として、
「国と地方の二重行政は排し、地方にできるこ
とは地方に委ねる。」、「国の出先機関を原則廃
止する。」と記した（67）。政権交代後の平成 21
（2009）年 11 月 17 日、「地域主権」に資する
改革に関する施策を検討し、実施する等のため
地域主権戦略会議（68）（以下「戦略会議」という。）
が内閣府に設置された。第 1 回戦略会議（同年

12 月 14 日）において、「地域主権戦略の工程表
（案）【原口プラン】」（69）が示され、出先機関改
革については、事務権限見直し、一括交付金化、
自治体間連携の形成等を踏まえ検討し、平成 22

（62）　成田頼明『地方自治の法理と改革』第一法規 , 1988, p.25. （初出は、成田頼明「『地方の時代』における地方自治の
法理と改革」『公法研究』43 号 , 1981.10, pp.151-176.）

（63）　同上 , p.28. 
（64）　西尾勝「地方分権」『ジュリスト』No.1192, 2001.1.1-15, pp.204-209.
（65）　塩野　前掲注（42）, p.39.
（66）　民主党　前掲注（2）参照。
（67）　本章において、出先機関改革の経緯は、秀嶋善雄・大森康宏「国の出先機関の広域的実施体制への移譲について」

『地方自治』762 号 , 2011.5, pp.41-51; 田中宏樹「検証『地域主権改革』―現状と今後の課題（下）」『地方財務』697 号 , 
2012.7, pp.109-118 を参照。

（68）　内閣総理大臣を議長、内閣府特命担当大臣（地域主権推進）を副議長とし、関係閣僚、地方公共団体の首長、有識
者で構成。

（69）　「地域主権戦略の工程表（案）【原口プラン】」 <http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/doc/1shiryou04.pdf>
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年夏に策定する「地域主権戦略大綱」において
「基本的考え方・論点の整理」を行うこととさ
れた。第 2 回戦略会議（平成 22（2010）年 3 月 3

日）において、課題別担当主査が指名され、出
先機関改革については、北川正恭・早稲田大学
教授が担当主査となった。第 4 回戦略会議（同

年 4 月 27 日）において、北川主査から、「出先
機関改革の基本的論点」（70）が提示され、国と
地方の役割分担の基本的考え方を明らかにし、
この考え方に沿って、個々の事務・権限の取扱
いを整理すること（事務・権限の仕分け）、国に
残す事務を極限する場合であっても、本省で直
接実施することとするもの、どうしても出先機
関で実施せざるを得ないものについての基準設
定が必要であることが示された。また、この会
議においては、特に、鳩山由紀夫議長（当時）
から、「『補完性の原理』という基準を我々は採
用するべきで、地方でできれば地方がやる。国
がやらなければならないといくら言っても、地
方ができると皆様方が主張すれば、これは地方
に移譲するというのが、我々の基本的な『補完
性の原理』に基づく基準であると御理解を願い
たいと思います。是非、それに基づいてこれか
らも大胆に作業を進めていただきたいと思いま
す。」（71）との発言があった。同年 5 月 21 日、
22 日の「出先機関改革の『公開討議』」開催、
第 5 回及び第 6 回戦略会議の地域主権戦略大綱
案の審議を経て、同年 6 月 22 日、「地域主権戦
略大綱」（以下「大綱」という。）が閣議決定された。

大綱は、「第 1　地域主権改革の全体像　1　
「地域主権改革」の理念と定義」において、次
のように定義する（72）。

「地域主権改革」とは、「日本国憲法の理念
の下に、住民に身近な行政は、地方公共団体

が自主的かつ総合的に広く担うようにすると
ともに、地域住民が自らの判断と責任におい
て地域の諸課題に取り組むことができるよう
にするための改革」である。
「地域主権」は、この改革の根底をなす理

念として掲げているものであり、日本国憲法
が定める「地方自治の本旨」や、国と地方の
役割分担に係る「補完性の原則」の考え方と
相まって、「国民主権」の内容を豊かにする
方向性を示すものである。

出先機関改革は、大綱中、「第 4　国の出先機
関の原則廃止（抜本的な改革）」に記述されてい
る。この中で「補完性の原則」という言葉は、「1 
（1） 改革の理念」「2 （2） 国と地方の役割分担の
考え方」「2 （3） 個々の事務・権限の取扱い」で
用いられている。「1 （1） 改革の理念」では、住
民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆ
だねるという「補完性の原則」の下、①国民・
住民にとっての国・地方の役割分担の最適化、
②国と地方公共団体を通じた政策展開や行政運
営の最適化、③ガバナンスの確保の三つの観点
を踏まえ、事務・権限を移譲することを述べる。
「2 （2） 国と地方の役割分担の考え方」では、「補
完性の原則」に基づき、住民に身近な行政はで
きる限り地方公共団体が担い、国は、本来果た
すべき役割（地方自治法第 1 条の 2 第 2 項）を重
点的に担うこととなるよう、現行の役割分担を
見直すことを述べる。「2 （3） 個々の事務・権限
の取扱い」では、「補完性の原則」に基づき、事務・
権限の特性や規模、行政運営の効率性・経済性
等の観点から国の事務・権限とすることが適当
と認められる例外的な場合を除き、地方公共団
体に移譲し、地方の発意による選択的実施や広
域的実施体制の整備状況も考慮の上、移譲する

（70）　「出先機関改革の基本的論点」2010.4.27. <http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/doc/4shiryou05.pdf>
（71）　「地域主権戦略会議（第 4 回）議事録」p.14. <http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/doc/4gijiroku.pdf>
（72）　「地域主権戦略大綱」（平成 22 年 6 月 22 日閣議決定）p.1. <http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/doc/100622taiko01.

pdf>

ﾚﾌｧﾚﾝｽ_01　740_地方分権の指導理念としての「補完性の原理」 念校.indd   21 2012/09/10   15:42:26



レファレンス　2012.922

ものと国に残すものなどの類型により整理（「事

務・権限仕分け」）を行うことを述べる。
大綱を踏まえ、8 府省 13 機関を対象とした各

省庁の「自己仕分け」が行われたが、地方公共
団体に移譲するものが全体の 1 割弱にとどまっ
たため、再仕分けが行われた。また、九州及び
近畿の知事会からは、事務・権限・人員・財源
等を広域的な行政機構に丸ごと移譲することを
求める動きが生じた。このような経緯を経て、
平成 22（2010）年 12 月 28 日に「アクション・
プラン～出先機関の原則廃止に向けて～」（73）

が閣議決定された。同プランでは、出先機関の
事務・権限をブロック単位で移譲するための広
域的実施体制の枠組み作りのため、所要の法制
備を行うこと、地方公共団体が特に移譲を希望
している事務・権限（直轄道路、直轄河川、ハロー

ワーク）の取扱い、その他の事務の取扱い等に
ついて記されている。このアクション・プラン
推進のため、平成 23（2011）年 1 月、戦略会議
の下に、アクション・プラン推進委員会が設置
された。

平成 24（2012）年 4 月 28 日、第 16 回戦略会
議において、「国の出先機関の事務・権限のブ
ロック単位での移譲に係る特例制度（基本構成

案）」（74）（以下「基本構成案」という。）が審議さ
れ、決定された。基本構成案中、「1 広域的実
施体制の在り方について」では、出先機関の事
務・権限のブロック単位での移譲の受け皿は、

特定広域連合（75）並びに北海道及び沖縄県とす
るとされる。「2 事務等の移譲の在り方につい
て」では、「（1） 移譲対象となる事務等」として、
移譲対象出先機関単位で全ての事務等を移譲す
ることを基本とし、経済産業省経済産業局、国
土交通省地方整備局及び環境省地方環境事務所
を当面の対象とすること、「（2） 移譲のための措
置」として、移譲事務等は特定広域連合等の区
域外においては引き続き国が処理する事務であ
ることを踏まえ、原則として法定受託事務（76）

とすること、国と地方の対等・協力の関係を前
提とした上で、国による関与（協議、同意、許可・

認可・承認、指示等）を必要に応じて柔軟に設け
ること、「（3） 大災害時等の緊急事態のオペレー
ション」として、移譲事務等の処理に関し、特
定広域連合等の長に対し必要な指示を行うこと
ができるよう、個別法令において所要の手当を
講ずるとされた。同年6月8日の第9回アクショ
ン・プラン推進委員会において、「国の特定地
方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」が
示された。

このように出先機関改革に向けての検討が進
む一方で、全国市長会からは、同年 3 月 26 日
及び 6 月 18 日、拙速に進めることなく、基礎
自治体の意見を十分踏まえるよう、慎重な対応
を求めるとの意見が出された。平成 24 年 8 月
末現在、法案は、未だ国会に提出されていな
い（77）。

（73）　「アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～」（平成 22 年 12 月 28 日閣議決定） <http://www.cao.go.jp/
chiiki-shuken/doc/101228action_plan.pdf>

（74）　「国の出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲に係る特例制度（基本構成案）」 <http://www.cao.go.jp/
chiiki-shuken/doc/16shiryou2.pdf>

（75）　2 以上の都道府県が加入する広域連合であって、これを組織する都道府県の区域を合わせた区域が移譲対象出先機
関の管轄区域を包括するもの。

（76）　法定受託事務とは、法律又は政令により都道府県、市町村又は特別区が処理する事務のうち、国が本来果たす役割
に係るものであって、国においてその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又は政令に特に定めるも
の、並びに法律又は政令により市町村又は特別区が処理する事務のうち、都道府県が本来果たす役割に係るものであっ
て、都道府県においてその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又は政令に特に定めるものをいう（地
方自治法第 2 条第 9 項参照）。法定受託事務には、国又は都道府県の強力な関与の仕組みが設けられている。

（77）　「出先機関、地方移管に暗雲」『日本経済新聞』2012.6.16 参照。
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2　出先機関改革と補完性原理

大綱における補完性原理のイメージは、図 2
のとおりである。大綱は、役割分担原則の考え
方を踏まえ、「補完性の原則」に基づき、例外
的場合を除き、国の出先機関の事務・権限を地
方公共団体に移譲するとしている。この例外的
場合は、特性や規模、行政運営の効率性・経済
性等の観点から国の事務・権限とすることが適
当と認められる場合である。さらに、大綱では、
上記例外的場合を次のように限定している。

① 　複数の都道府県に関係する事務・権限の
地方移譲に際し、域外権限の付与、自治体
間連携の自発的形成や広域連合などの広域
的実施体制等の整備が行われることとして
もなお、著しい支障を生じるもの

② 　地方移譲に際し、必要に応じて事務処理
等の基準を定め、国の指示等を認めてもな
お、各地方自治体の対応の相違等により著

しい支障を生じるもの
③ 　地方移譲に際し、必要に応じて事務処理

等の基準を定め、国の指示等を認めてもな
お、緊急時の対応等に著しい支障を生じ、
国民の生命・財産に重大な被害を生じるも
の

④ 　事務・権限の的確な執行体制（人材、予

算、知見の集積等）の整備が不可欠である一
方で、見込まれる事務量等が微少であるこ
とにより、地方移譲に伴い行政効率が著し
く非効率とならざるを得ないもの

このような補完性原理の考え方は、我が国に
おける補完性原理の特徴的な受容方法（Ⅰ 2 （3） 

参照）を維持してはいるが、補完性原理の 4 つ
の要素（①市民に最も身近な行政主体の優先、②上

位行政主体の下位行政主体に対する義務としての補

助、③上位行政主体が限定的に下位行政主体を補完

する場合の基準設定、④上位行政主体による最小限

図 2　地域主権戦略大綱、国の出先機関の事務・権限のブロック単位での
移譲に係る特例制度（基本構成案）の補完性原理のイメージ

大綱 基本構成案 

  

（注）図形の意味� �  
①� � � 意思決定・実施（優先的）② � � � 意思決定・実施（補完的）③� � � � 補助・支援�  
 
④� � �  介入・関与� ⑤� � �  事務・権限移譲� �� � � � �  上位主体が補完的に意思決定・実施を行う
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の介入）（Ⅰ 1 （1） （ ⅴ ） 参照）が概ね含まれている
ものと評価できる。

大綱決定後、出先機関改革の進め方は、補完
性原理に基づき個別の事務・権限の仕分けによ
る方法から、知事会の動き等を踏まえ、事務・
権限をブロック単位で広域連合等に移譲すると
いう方法に変更された。このため、基本構成案
では、大綱の補完性原理の考え方・基準がその
まま適用されたと考えることはできない。しか
し、大綱の「第 4 1 （1） 改革の理念」に記述さ
れているように、出先機関改革が、基本的に補
完性原理に基づき進められるものであるとする
ならば、基本構成案が補完性原理に適合してい
るかどうか、具体的には、補完性原理の 4 要素
との関係が問われていくものと思われる。例え
ば、基本構成案は、特例的な法定受託事務を設
け、国による関与を必要に応じて柔軟に設ける
ことで対応するとしたが、これを補完性原理の
1 要素である上位行政主体による必要最小限の
介入と考えることができるかについては、課題
が残るところであろう（78）。

おわりに

以上のとおり、我が国では、補完性原理は、
地方分権の指導理念として、役割分担原則と結
び付けた理解がなされてきた。平成 22（2010）
年 6 月に閣議決定された地域主権戦略大綱にお
いては、補完性原理は、役割分担原則を前提と
しながらも、概ね欧州自治体憲章上の補完性原
理と同様に理解されている。しかし、役割分担
原則が地方自治法に規定されている一方で、補
完性原理は、法律上明確に位置付けられておら
ず、また、補完性原理が日本国憲法の「地方自
治の本旨」に含まれるかは、議論のあるところ
である。今後においても、分権改革を進めるた
めに、補完性原理がさらに活用されることとな
ると思われるが、その概念及び法的な位置付け
の明確化に向けた議論がいっそう深まることが
予想される。

（やべ　あきひろ・専門調査員）

（78）　出先機関改革のその他の課題を含めて、田中　前掲注（67）, pp.111-112; 「出先機関改革を頓挫させるな」『日本経済新
聞』2012.6.14; 『日本経済新聞』前掲注（77）などを参照。
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